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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第２四半期連結
累計期間 

第43期
第２四半期連結

累計期間 

第42期
第２四半期連結

会計期間 

第43期 
第２四半期連結 

会計期間 
第42期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  21,746  43,488  18,354  23,087  63,328

経常利益（百万円）  2,866  13,152  3,578  6,604  13,517

四半期（当期）純利益（百万円）  2,966  9,495  3,192  4,564  11,947

純資産額（百万円） － －  90,479  103,295  96,326

総資産額（百万円） － －  141,431  153,923  156,750

１株当たり純資産額（円） － －  915.24  1,044.57  974.21

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 30.02  96.10  32.31  46.20  120.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 29.73  95.28  32.00  45.81  119.81

自己資本比率（％） － －  63.9  67.1  61.4

営業活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 9,472  3,573 － －  21,769

投資活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 △1,289  △20,165 － －  △16,280

財務活動によるキャッシュ・フ 

ロー（百万円） 
 △2,692  △2,695 － －  △5,449

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  44,417  19,684  38,971

従業員数（人） － －  1,016  946  940
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。また、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）

はその総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。ま

た、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）はその総数が従業員数の100

分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 946   

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 783   
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を製品種類別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類別に示しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績はありません。 

(3）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況を製品種類及びサービス別に示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類及びサービス別に示しておりま

す。 

  

(4）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を製品種類及びサービス別ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社グループの報告セグメントは「遊技機事業」のみであるため、製品種類及びサービス別に示しておりま

す。 

  

当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクについて新たに発生した事項又は重要な変更はありません。  

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

製品種類別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

 パチンコ機（百万円）  11,295  118.5

 パチスロ機（百万円）  10,026  196.4

合計（百万円）  21,321  145.6

製品種類及び 
サービス別  

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

 パチンコ機  9,677  104.4  1,231  42.2

 パチスロ機   7,994  162.7  425  2,078.8

 その他  392  215.1  －  －

製品種類及びサービス別  
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

 パチンコ機（百万円）  11,115  83.7

 パチスロ機（百万円）  11,580  236.7

 その他（百万円）  392  215.1

合計（百万円）  23,087  125.8

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日）におけるわが国の経済は、海外経済の改善

や政府の経済対策の効果等を背景に景気は緩やかな回復基調にあるものの、海外経済の下振れ懸念や、急激な円高の

進行等の影響により、景気の先行きには不透明感が払拭できない状況が続いております。 

当社グループを取り巻く遊技機業界の動向におきましては、パチンコホールの営業形態として低貸玉営業が定着し

たことや、各遊技機メーカーから新しいゲーム性能等を盛り込んだ遊技機の販売が活発化したことにより、公益財団

法人日本生産性本部の発行する「レジャー白書2010」によれば、平成21年の遊技参加人口は1,720万人（前年比8.9％

増）となり、２年連続で増加いたしました。しかし、エンドユーザーの遊技回数の減少や、低貸玉営業の普及に伴う

売上高の減少等が影響し、市場規模は21兆円（前年比3.0％減）となり、６年連続の減少となりました。 

パチンコホールの経営環境を見ると、店舗数の減少傾向が継続する一方、一店舗当たりの遊技機設置台数は増加傾

向にあり、店舗の大型化が進行しております。 

遊技機の販売動向におきましては、パチンコホールは、安定した稼働が期待できる遊技機を厳選して導入する傾向

にあることから、パチンコ機の販売台数が大きく減少し、市場全体の販売台数は軟調に推移いたしました。しかし、

パチスロ機市場は、各遊技機メーカーから市場のニーズを反映し、安定した稼働を維持できる、商品性の高い遊技機

が複数発売されたため、販売台数が堅調に推移しており、市場回復が期待されております。  

そのような環境下、当社グループは、遊技機事業におきましては、パチンコ機「ゴルゴ13 ＢＡＣＫ ＩＮ ＴＨＥ 

ＢＡＴＴＬＥ ＦＩＥＬＤ」、「花札物語」、「江戸の始末屋 最強新日烈伝」等を発売し、販売台数34千台、売上高

は11,115百万円となりました。パチスロ機は、「トップをねらえ２！」、「ゴルゴ13 あの男に連絡だ！」、「ルパ

ン三世 ルパン一族の秘宝」等を発売し、販売台数37千台、売上高は11,580百万円となりました。 

また、その他の事業として、情報配信サービス等を行い、売上高は392百万円となりました。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間における業績は、売上高23,087百万円（前年同期比25.8％増）、営業利

益4,282百万円（前年同期比149.6％増）、経常利益6,604百万円（前年同期比84.5％増）、四半期純利益4,564百万円

（前年同期比43.0％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の増減額は、1,808百万円のマイナスとなり、当第２四半

期連結会計期間末残高は19,684百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、6,271百万円のプラスとなりました。

税金等調整前当期純利益6,519百万円、減価償却費694百万円、棚卸資産の減少2,869百万円となった一方、負ののれ

ん償却額2,150百万円、売上債権の増加2,024百万円、仕入債務の減少1,286百万円によるものであります。 

当第２四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、7,770百万円のマイナスとなりまし

た。これは主に３ヶ月超定期預金の預入による支出10,170百万円、３ヶ月超定期預金の払戻による収入16,170百万

円、有価証券及び投資有価証券の取得による支出17,795百万円、有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収

入4,728百万円によるものであります。 

当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、310百万円のマイナスとなりました。

これは主に長期借入金の返済による支出113百万円、配当金の支払196百万円によるものであります。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,820百万円であります。 

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

   

 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

平成20年６月27日定時株主総会決議 

(注) １．新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下、「付与株式数」という。）は、100株であります。 

  ただし、付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとする。 

  かかる調整は、当該時点で未行使の新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨てるものとする。 

 
 また、当社が新株予約権の割当日後、合併、会社分割、株式交換または株式移転を行う場合、株式の無償割当

てを行う場合、その他付与株式数について調整を必要と認める場合には、当社は必要と認める株式数の調整を行

うことができる。 

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  228,903,400

計  228,903,400

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株) 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  99,809,060  99,809,060
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  99,809,060  99,809,060 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 8,403（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  840,300

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,089（注）２ 

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月１日 

至 平成30年６月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,089  

資本組入額   545 

新株予約権の行使の条件  （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  （注）４ 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 
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 また、新株予約権割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行または普通株式の自己株式の処分を行

う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  新株予約権の割当日後、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が株式交換もしくは株式移

転を行う場合、または当社が吸収分割もしくは新設分割を行う場合、株式の無償割当てを行う場合、その他行使

価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができる。 

３．(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）のうち、当社取締役及び使用人並び

に当社子会社の取締役及び使用人である者は、新株予約権行使時においても、当社取締役及び使用人並び

に当社子会社の取締役及び使用人であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職そ

の他当社取締役会で正当な理由があると認められた場合はこの限りではない。 

(2) 新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。 

(3) 新株予約権の質入その他の処分は認めない。 

(4) その他の行使条件については、当社取締役会の決議に基づき締結される新株予約権割当契約に定めること

とする。 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日の直前の

時点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。 

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記(注)１に準じて決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、

上記(注)２で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に前記(3)に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

 上記に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いず

れか遅い日から、上記に定める新株予約権の権利行使期間の末日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

以下に準じて決定する。 

① 増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の

額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた時はこれを切り上げる。 

② 増加する資本準備金の額は、①記載の資本金等増加限度額から、①に定める増加する資本金の額を減じ

た額とする。  

(7) 新株予約権の譲渡制限 

 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議（再編対象会社が取締役会設

置会社でない場合には、「代表取締役」とする。）による承認を要する。 

(8) 新株予約権の行使条件 

上記(注)３に準じて決定する。  

(9) 新株予約権の取得事由及び条件 

 以下、①②③に準じて決定する。  

① 新株予約権者が上記（注）３の規定により新株予約権を行使できなくなった場合は、当社取締役会が別

途定める日に、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１ 

分割・併合の比率 

  

調整後行使価額 

 

＝ 

  

調整前行使価額 ×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額 

新株式発行前の１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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② 新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社取締役会が別途定める日に、当社

は当該新株予約権を無償で取得することができる。 

③ 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、完全子会社となる株式交換契約承認の議案または株式移転

計画承認の議案につき、当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は当社取締役会決議

がなされたとき）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は行使されていない新株予約権を無償で取得

することができる。 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

 （注）１．上記所有株式数のうち、信託業務等に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）            3,118千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）        2,182千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口９）        1,588千株 

２．上記のほか、自己株式が1,000千株あります。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  99,809,060  －  16,755  －  16,675

（６）【大株主の状況】

   平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

㈱石原ホールディングス 東京都港区芝浦４丁目20番２号  48,700  48.79

石原 昌幸 東京都港区  4,988  5.00

石原 慎也 東京都港区  4,000  4.01

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 東京都港区浜松町２丁目11番３号  3,118  3.12

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託

口） 
東京都中央区晴海１丁目８-11  2,182  2.19

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託

口９） 
東京都中央区晴海１丁目８-11  1,588  1.59

石原 由梨 東京都港区  1,000  1.00

石原 潤子 東京都港区  800  0.80

嶺井 勝也 東京都江東区  602  0.60

メロン バンク エヌエー アズ エージェ

ント フォー イッツ クライアント メロ

ン オムニバス ユーエス ペンション 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行決

済営業部）  

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ Ｂ

ＯＳＴＯＮ， ＭＡ ０２１０８ 

  

（東京都中央区月島４丁目16-13） 

 598  0.60

計 －  67,577  67.71
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①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,000,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  98,799,800  987,998 － 

単元未満株式 普通株式   8,460 － － 

発行済株式総数  99,809,060 － － 

総株主の議決権 －  987,998 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社平和 
東京都台東区東上野

二丁目22番９号 
 1,000,800  －  1,000,800  1.00

計 －  1,000,800  －  1,000,800  1.00

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  960  950  981  974  1,100  1,106

最低（円）  910  865  902  933  959  985

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監

査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 29,894 36,971

受取手形及び売掛金 15,993 13,243

有価証券 28,726 22,432

商品及び製品 478 407

原材料及び貯蔵品 6,642 10,966

その他 7,236 8,295

貸倒引当金 △14 △16

流動資産合計 88,957 92,301

固定資産   

有形固定資産   

土地 17,360 17,360

その他（純額） ※  13,794 ※  14,261

有形固定資産合計 31,155 31,622

無形固定資産 83 108

投資その他の資産   

投資有価証券 29,853 28,797

その他 4,410 4,475

貸倒引当金 △537 △555

投資その他の資産合計 33,726 32,717

固定資産合計 64,965 64,449

資産合計 153,923 156,750

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,853 22,179

1年内返済予定の長期借入金 6,583 443

未払法人税等 3,542 1,268

引当金 262 475

その他 4,575 3,254

流動負債合計 28,816 27,621

固定負債   

長期借入金 1,274 7,641

退職給付引当金 1,452 1,542

その他の引当金 904 860

負ののれん 17,204 21,505

その他 975 1,252

固定負債合計 21,811 32,802

負債合計 50,627 60,424
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 16,755 16,755

資本剰余金 53,063 53,063

利益剰余金 33,924 26,899

自己株式 △945 △945

株主資本合計 102,797 95,773

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 413 487

評価・換算差額等合計 413 487

新株予約権 83 65

純資産合計 103,295 96,326

負債純資産合計 153,923 156,750
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 21,746 43,488

売上原価 13,231 23,377

売上総利益 8,515 20,111

販売費及び一般管理費 ※  9,850 ※  11,629

営業利益又は営業損失（△） △1,334 8,481

営業外収益   

受取利息 285 334

受取配当金 49 60

負ののれん償却額 4,301 4,301

その他 222 119

営業外収益合計 4,858 4,815

営業外費用   

支払利息 60 50

投資有価証券売却損 457 －

減価償却費 63 51

投資事業組合運用損 － 37

その他 75 4

営業外費用合計 657 144

経常利益 2,866 13,152

特別利益   

固定資産売却益 3 3

貸倒引当金戻入額 19 14

特別利益合計 22 18

特別損失   

固定資産除却損 121 117

特別退職金 154 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 20

その他 13 0

特別損失合計 289 138

税金等調整前四半期純利益 2,600 13,032

法人税等 △366 3,537

四半期純利益 2,966 9,495
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 18,354 23,087

売上原価 11,622 12,332

売上総利益 6,732 10,754

販売費及び一般管理費 ※  5,016 ※  6,472

営業利益 1,715 4,282

営業外収益   

受取利息 140 191

受取配当金 12 5

負ののれん償却額 2,150 2,150

その他 131 43

営業外収益合計 2,435 2,390

営業外費用   

支払利息 29 24

投資有価証券売却損 457 －

減価償却費 31 25

その他 52 17

営業外費用合計 571 68

経常利益 3,578 6,604

特別利益   

固定資産売却益 2 2

貸倒引当金戻入額 6 10

特別利益合計 9 13

特別損失   

固定資産除却損 115 97

特別退職金 154 －

その他 13 0

特別損失合計 282 98

税金等調整前四半期純利益 3,305 6,519

法人税等 112 1,954

四半期純利益 3,192 4,564
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,600 13,032

減価償却費 997 1,491

負ののれん償却額 △4,301 △4,301

貸倒引当金の増減額（△は減少） △44 △20

賞与引当金の増減額（△は減少） △50 △171

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 38 △41

退職給付引当金の増減額（△は減少） △110 △89

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △104 44

受取利息及び受取配当金 △334 △395

支払利息 60 50

為替差損益（△は益） △15 0

固定資産除却損 121 117

投資有価証券売却損益（△は益） 457 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,756 △2,732

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,326 4,253

仕入債務の増減額（△は減少） 3,266 △8,067

その他 88 1,323

小計 6,751 4,492

利息及び配当金の受取額 289 338

利息の支払額 △60 △50

法人税等の支払額 △200 △1,207

法人税等の還付額 2,692 0

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,472 3,573

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △24,370

定期預金の払戻による収入 － 18,950

有価証券の取得による支出 △976 －

有価証券の売却及び償還による収入 1,948 －

有形固定資産の取得による支出 △1,245 △1,623

有形固定資産の売却による収入 46 20

無形固定資産の取得による支出 △0 △0

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 － △27,273

投資有価証券の取得による支出 △3,435 －

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

－ 14,162

投資有価証券の売却及び償還による収入 2,103 －

貸付金の回収による収入 11 －

保険積立金の積立による支出 △4 △3

保険積立金の解約による収入 262 79

その他 0 △105

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,289 △20,165
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 120 －

短期借入金の返済による支出 △80 －

長期借入金の返済による支出 △264 △227

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △2,467 △2,467

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,692 △2,695

現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,505 △19,286

現金及び現金同等物の期首残高 38,911 38,971

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  44,417 ※  19,684
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しており

ます。 

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益に与える影

響は軽微であり、税金等調整前四半期純利益は22百万円減少しております。 

  また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は21百万円であ

ります。  

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

（四半期連結損益計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「投資事業組合運用損」

は、営業外費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第２四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「投資事業組合運用損」は72百万円であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の取得

による支出」、「投資有価証券の取得による支出」は、取引の状況に即した記載とするため、当第２四半期連結累計期

間より「有価証券及び投資有価証券の取得による支出」として表示しております。 

 また、前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました投資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券

の売却及び償還による収入」、「投資有価証券の売却及び償還による収入」は、取引の状況に即した記載とするため、

当第２四半期連結累計期間より「有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入」として表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間  
（自 平成22年４月１日  
 至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が、前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２．棚卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．退職給付費用の算定方法 退職給付費用については、連結会計年度に係る退職給付費用の額を期間按

分して算定しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

20,950 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

20,810

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額  67百万円

役員賞与引当金繰入額  38  

退職給付費用 75  

役員退職慰労引当金繰入

額 
32  

研究開発費 4,143  

賞与引当金繰入額  89百万円

役員賞与引当金繰入額  34  

退職給付費用 28  

役員退職慰労引当金繰入

額 
61  

研究開発費 4,932  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額  31百万円

役員賞与引当金繰入額  19  

退職給付費用 52  

研究開発費 1,750  

賞与引当金繰入額  43百万円

役員賞与引当金繰入額  17  

退職給付費用 13  

役員退職慰労引当金繰入

額 
17  

研究開発費 2,820  
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    99,809千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式    1,000千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社 83百万円 

(注) ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 32,030

有価証券勘定 15,740

合計 47,770

株式及び償還までの期間が３ヶ月を超

える債券等 
△3,353

現金及び現金同等物 44,417

  （百万円）

現金及び預金勘定 29,894

有価証券勘定 28,726

合計 58,620

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △13,140

株式及び償還までの期間が３ヶ月を超

える債券等 
△25,796

現金及び現金同等物 19,684

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  2,470  25 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月４日 

取締役会 
普通株式  2,470  25 平成22年９月30日 平成22年12月８日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、販売品目によって区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

(1）パチンコ機………パチンコ機、パチンコ機ゲージ盤及び工業所有権使用料収入 

(2）パチスロ機………パチスロ機 

(3）その他……………補給機器、情報配信サービス等 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期

間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

当社グループの報告セグメントは、「遊技機事業」のみであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
パチンコ機
（百万円） 

パチスロ機
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 13,280 4,892 182  18,354 － 18,354

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －  －  － －

計 13,280 4,892 182  18,354  － 18,354

営業利益（又は営業損失(△)） 2,696 △363 49  2,381  (665) 1,715

  
パチンコ機
（百万円） 

パチスロ機
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
(百万円) 

連結
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 15,430 5,922 394  21,746 － 21,746

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －  －  － －

計 15,430 5,922 394  21,746  － 21,746

営業利益（又は営業損失(△)） 903 △929 119  94  (1,428) △1,334

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。  

  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

デリバティブ取引はすべてヘッジ会計を適用しているため、記載すべき事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

四半期連結財務諸表への影響額に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

     前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

     賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため、記載を省略しており

ます。 

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,044.57円 １株当たり純資産額 974.21円

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成22年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成22年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円）  103,295  96,326

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 83  65

（うち新株予約権）  (83)  (65)

（うち少数株主持分） ( ) － ( ) －

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額 

（百万円） 
 103,211  96,260

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株） 
 98,808  98,808

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 30.02円 １株当たり四半期純利益金額 96.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
29.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
95.28円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  2,966  9,495

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  2,966  9,495

期中平均株式数（千株）  98,809  98,808

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  960  849

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ － 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っておりますが、当該取引残高は、前連結会計年度末日に比べて著

しい変動がありません。 

  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 32.31円 １株当たり四半期純利益金額 46.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
32.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
45.81円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  3,192  4,564

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  3,192  4,564

期中平均株式数（千株）  98,808  98,808

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  954  847

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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 平成22年11月4日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額……………………2,470百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月８日 

 （注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月５日

株式会社平和 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 浅枝 芳隆  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 関  常芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

追加情報に記載の通り、会社はリーマン・ブラザーズ証券株式会社に有価証券の保護預けを行っている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月10日

株式会社平和 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 浅枝 芳隆  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 関  常芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平和の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社平和及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキ

ャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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